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　　　　　社保審医療部会、マンパワー確保や医療法人制度を議論

　　　　　厚労省「地域医療支援センター」（仮称）のイメージ示す
　　　　　　　　　　　─────────────　厚生労働省　医政局
　　　　　消費者庁、13の医療機関に調査員配置し事故情報収集

　　　　　12月から 製品やサービスの患者被害状況を同庁へ報告
　　　　　　　　　　　────────　消費者庁・独立行政法人国民生活センター
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　　　経営データベース
　　　　　ジャンル：患者サービス　サブジャンル：クレーム対応
　　　　　患者が医療機関に求めているサービス
　　　　　適切なクレーム対応の進め方

　厚生労働省医政局は11月11日、社会保障審議会の医療部会を開き、マンパワー（医療人材）の確保や医療法人制度について議論を行った。

　地域での医師不足・看護師不足が医師の負担増に拍車をかけ、さらなる不足を招いていると言われるなか、厚労省は平成23年度予算概算要求で「地域医療支援センター」（仮称）を都道府県に設置し、地域医療に従事する医師のキャリア形成支援、医師不足病院への医師の派遣調整・斡旋などを行うために同センター構想経費を計上している。

　同センターの整備は、医師の地域偏在解消に取り組むことが目的で、医師不足の状況や、活用できる医師の詳細な情報把握・分析のほか、医師の配置、大学（医局）への働き掛けといった調整なども柱としている。

　この日はこの件を中心に意見交換を行ったが、同センターの機能などについて出席委員から意見や質問が相次いだ。その多くは、既存の地域医療対策協議会と同センターの関係性やセンターの具体的なあり方などについて説明を求める内容で占められた。

　厚労省はまず、「同センターと協議会の関係はそれぞれ補完的に取り組むもの」と説明し、この地域医療支援センターのイメージを資料で示した。それによると、センターは都道府県立病院や大学病院に設置され、（１）医師不足の状況を個々の病院レベルで分析し、優先的な医師配置を判断したうえで、プールした医師を地域の医療機関に配置、（２）受入医療機関に対し、意欲を持って働ける環境作りの指導・支援、を行うことを想定している。

　また、補助金の決定に参画する権限も付与される見込みであり、具体的には「情報収集・分析を踏まえた、医師の地域への適正配置」「配置するための医師の確保」「情報発信やコーディネート」といった業務を行う。

　さらにマンパワー確保に関する論点として、「勤務医が安心して働き続けられるようにするための対策」や「入院・外来・在宅等の分野で、各人材が果たすべき役割」などを挙げている。今後は「広告可能事項の範囲等の改善」や「病院のホームページにおける不正確な情報への対応」「医療実績の公表の在り方」など、医療機関の情報提供や広告などに関する議論も進める。
尚、委員からは「再度見直し」や「地域の事情を踏まえいろいろな組み合わせ案もあるのではないか」などの提案があった。

　消費者庁と独立行政法人国民生活センターは11月11日、消費生活上の被害事故情報を医療機関から吸い上げる「医療機関ネットワーク事業」を共同で始めると発表した。研修などの準備期間を経て、12月から随時開始する予定となっている。消費者庁によると、調査員は家電や乗り物などにかかわる製品事故、介護や入浴中の事故など様々な要因で入院・通院する患者の情報を、患者本人や家族、医師らから聞き取り、同庁に報告する。情報が集まりにくい本人らによる不注意や誤使用が原因とみられる事故情報も集める。

　同事業は、消費生活上で患者など消費者の生命や身体に生じた被害に関する事故などの情報を医療機関から適時収集し、同種・類似事故の再発防止に活かすことを目的としたもので、事故情報の収集に当たっては、国民生活センターが札幌社会保険総合病院、成田赤十字病院など全国13か所の医療機関と契約を結び実施する。

　参加医療機関は機関内に調査員を配置し、事故の基本的な情報の収集を図るとともに、重大な被害が発生している事故や多発している事故などについては、被害者やその家族などから、事故前後の状況や目撃情報、製品の詳細など事故の詳しい情報を収集し、国民生活センターを通じて消費者庁に提供する。

　消費者庁は、省庁横断的な取り組みが必要な事故やいわゆる「すき間事案」に係る事故、その他の重大な事故を抽出し、必要に応じて国民生活センターと連携して、追加的な現場調査を行う一方、事故情報分析のタスクフォース（組織）などの専門家の助言を得て調査分析を行う。国民生活センターでも情報収集や調査分析を行い、必要に応じて国民に対する情報提供を行う。これまで実施していた病院からの事故情報収集システムのノウハウを活かし、データベース化の作業も進める。




●医療費の推移

（単位：兆円）

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	総　計
	医療保険適用
	公　費

	
	
	70歳未満
	70歳

以上
	　
	

	
	
	
	被用者
保険
	
	
	国民健康
保険
	（再掲）
未就学者
	
	(再掲)
75歳

以上
	

	
	
	
	
	本　人
	家　族
	
	
	
	
	

	平成18年度
	32.4 
	17.2 
	9.4 
	4.9 
	4.5 
	7.9 
	　
	13.8 
	　
	1.4 

	平成19年度
	33.4 
	17.4 
	9.5 
	5.0 
	4.5 
	7.9 
	　
	14.5 
	　
	1.5 

	平成20年度
	34.1 
	17.7 
	9.8 
	5.2 
	4.6 
	7.9 
	1.3 
	14.8 
	11.4 
	1.6 

	平成21年度
	35.3 
	18.1 
	10.0 
	5.3 
	4.7 
	8.1 
	1.3 
	15.5 
	12.0 
	1.7 

	　
	４～９月
	17.4 
	8.9 
	4.9 
	2.6 
	2.3 
	4.0 
	0.6 
	7.7 
	6.0 
	0.8 

	　
	10～３月
	17.8 
	9.2 
	5.1 
	2.7 
	2.4 
	4.1 
	0.7 
	7.8 
	6.1 
	0.9 

	平成22年４～６月
	9.0 
	4.6 
	2.5 
	1.3 
	1.2 
	2.1 
	0.4 
	4.0 
	3.1 
	0.4 

	　
	５月
	2.9 
	1.5 
	0.8 
	0.4 
	0.4 
	0.7 
	0.1 
	1.3 
	1.0 
	0.1 

	　
	６月
	3.1 
	1.6 
	0.9 
	0.5 
	0.4 
	0.7 
	0.1 
	1.4 
	1.1 
	0.2 


注1. 社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会における審査分の医療費（算定ベース）である。

注2. 医療保険適用70歳以上には、長寿医療の対象（平成19年度以前は老人医療受給対象）となる65歳以上70歳未満の障害認定を受けた者を含む。

注3. 「公費」欄には、医療保険適用との併用分を除く、公費負担のみの医療費を計上している。


●医療費の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：兆円）

	
	総　計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	診療費
	
	調剤
	入院時
食事

療養等
	訪問

看護
療養
	（再掲）
医科
入院
＋
医科
食事等
	（再掲）
医科
入院外
＋
調剤
	（再掲）
歯科
＋
歯科
食事等

	
	
	
	医科

入院
	医科

入院外
	歯科
	
	
	
	
	
	

	平成18年度
	32.4 
	26.8 
	12.2 
	12.1 
	2.5 
	4.7 
	0.8 
	0.05 
	13.0 
	16.9 
	2.5 

	平成19年度
	33.4 
	27.4 
	12.5 
	12.4 
	2.5 
	5.2 
	0.8 
	0.06 
	13.4 
	17.5 
	2.5 

	平成20年度
	34.1 
	27.7 
	12.8 
	12.4 
	2.6 
	5.4 
	0.8 
	0.06 
	13.6 
	17.8 
	2.6 

	平成21年度
	35.3 
	28.5 
	13.2 
	12.7 
	2.5 
	5.9 
	0.8 
	0.07 
	14.0 
	18.6 
	2.5 

	　
	４～９月
	17.4 
	14.1 
	6.5 
	6.3 
	1.3 
	2.8 
	0.4 
	0.04 
	6.9 
	9.2 
	1.3 

	　
	10～３月
	17.8 
	14.4 
	6.7 
	6.4 
	1.3 
	3.0 
	0.4 
	0.04 
	7.1 
	9.4 
	1.3 

	平成22年４～６月
	9.0 
	7.3 
	3.4 
	3.2 
	0.7 
	1.5 
	0.2 
	0.02 
	3.7 
	4.7 
	0.7 

	　
	５月
	2.9 
	2.4 
	1.2 
	1.0 
	0.2 
	0.5 
	0.1 
	0.01 
	1.2 
	1.5 
	0.2 

	　
	６月
	3.1 
	2.5 
	1.2 
	1.1 
	0.2 
	0.5 
	0.1 
	0.01 
	1.2 
	1.6 
	0.2 


注1.診療費には、入院時食事療養の費用額及び入院時生活療養の費用額は含まれていない。

注2.入院時食事療養等には、入院時食事療養の費用額に入院時生活療養の費用額を合算している。


（１）医療機関種類別　医療費の動向

●医療費総額の伸び率（対前年同期比）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
	
	総　計
	

	
	
	医科計
	
	歯科計
	保険
薬局
	訪問
看護
ステーション

	
	
	
	医科
病院
	
	
	
	
	医科
診療所
	
	
	

	
	
	
	
	大学

病院
	公的

病院
	法人

病院
	個人

病院
	
	
	
	

	平成18年度
	0.1 
	▲ 0.2 
	▲ 0.4 
	3.0 
	▲ 2.0 
	0.9 
	▲12.6 
	0.3 
	▲ 2.8 
	3.4 
	12.5 

	平成19年度
	3.1 
	2.3 
	2.4 
	4.2 
	1.4 
	3.5 
	▲12.3 
	2.0 
	▲ 0.2 
	8.9 
	8.4 

	平成20年度
	1.9 
	1.1 
	1.4 
	4.6 
	▲ 0.0 
	2.4 
	▲14.1 
	0.3 
	2.6 
	5.3 
	15.9 

	平成21年度
	3.5 
	3.0 
	3.4 
	5.6 
	3.3 
	3.4 
	▲ 4.2 
	1.9 
	▲ 0.7 
	7.9 
	10.8 

	　
	４～９月
	3.9 
	3.3 
	3.5 
	6.4 
	3.4 
	3.3 
	▲ 3.1 
	2.6 
	▲ 0.7 
	9.0 
	10.4 

	　
	10～３月
	3.1 
	2.7 
	3.3 
	4.8 
	3.2 
	3.4 
	▲ 5.4 
	1.2 
	▲ 0.7 
	6.8 
	11.3 

	平成22年4～6月
	3.9 
	4.2 
	5.4 
	6.6 
	5.6 
	5.2 
	▲ 4.8 
	1.7 
	1.3 
	3.2 
	12.3 

	　
	５月
	4.0 
	4.6 
	6.1 
	8.4 
	6.6 
	5.6 
	▲ 4.8 
	1.3 
	1.5 
	2.0 
	12.2 

	　
	６月
	3.9 
	4.3 
	5.3 
	4.7 
	5.7 
	5.3 
	▲ 4.4 
	2.0 
	0.2 
	4.0 
	12.5 


注１. 病院は経営主体別に分類している。

注２. 「大学病院」には、病院のうち、医育機関である医療機関を分類している。
注３. 「公的病院」には、病院のうち、国（独立行政法人を含む）の開設する医療機関、公的医療機関（都道府県、市町村等）及び社会保険関係団体（全国社会保険協会連合会等）の開設する医療機関を分類している。但し、医育機関を除く。
注４. 医療費には、入院時食事療養の費用額及び入院時生活療養の費用額を含んでいる。
（２）主たる診療科別医科診療所　医療費の動向
●医療費総額の伸び率（対前年同期比）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
	
	医科
診療所
	

	
	
	内科
	小児科
	外科
	整形
外科
	皮膚科
	産婦

人科
	眼科
	耳鼻
咽喉科
	その他

	平成18年度
	0.3 
	0.4 
	2.3 
	▲ 3.1 
	1.2 
	▲ 1.1 
	▲ 0.9 
	▲ 3.7 
	1.5 
	3.7 

	平成19年度
	2.0 
	2.2 
	▲ 2.4 
	▲ 0.3 
	4.1 
	0.1 
	0.5 
	1.0 
	0.9 
	5.2 

	平成20年度
	0.3 
	▲ 0.7 
	2.4 
	▲ 2.4 
	1.9 
	2.5 
	▲ 0.2 
	1.6 
	1.7 
	1.5 

	平成21年度
	1.9 
	2.7 
	▲ 0.2 
	0.7 
	4.1 
	0.3 
	▲ 2.3 
	0.7 
	▲ 2.0 
	2.4 

	　
	４～９月
	2.6 
	3.4 
	1.2 
	1.4 
	4.4 
	0.3 
	▲ 1.9 
	0.9 
	1.8 
	2.7 

	　
	10～３月
	1.2 
	2.0 
	▲ 1.3 
	▲ 0.0 
	3.8 
	0.2 
	▲ 2.6 
	0.5 
	▲ 5.2 
	2.2 

	平成22年4～6月
	1.7 
	1.5 
	6.4 
	▲ 3.0 
	1.5 
	1.2 
	0.1 
	2.0 
	4.6 
	2.2 

	　
	５月
	1.3 
	1.0 
	7.4 
	▲ 4.1 
	1.5 
	0.2 
	▲ 0.9 
	2.4 
	5.4 
	1.8 

	　
	６月
	2.0 
	2.1 
	8.2 
	▲ 3.4 
	1.0 
	3.1 
	0.3 
	1.2 
	7.5 
	1.8 


注.　医科診療所ごとの主たる診療科別に医科診療所を分類して、医療費を集計している。

（３）入院　医科病院医療費の動向

●１施設当たり医療費の伸び率（対前年同期比）　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
	
	医科病院
	
	
	
	

	
	
	大学病院
	公的病院
	法人病院
	個人病院

	平成18年度
	0.5 
	2.2 
	▲ 0.6 
	0.7 
	▲ 2.3 

	平成19年度
	4.2 
	3.9 
	3.9 
	3.9 
	1.7 

	平成20年度
	2.9 
	3.1 
	2.8 
	2.6 
	▲ 1.0 

	平成21年度
	4.0 
	4.5 
	4.4 
	3.6 
	2.9 

	　
	４～９月
	4.1 
	4.7 
	4.6 
	3.4 
	3.5 

	　
	10～３月
	4.0 
	4.3 
	4.2 
	3.7 
	2.3 

	平成22年4～6月
	7.3 
	7.5 
	7.6 
	6.5 
	5.8 

	　
	５月
	8.3 
	9.7 
	8.9 
	7.1 
	5.9 

	　
	６月
	7.0 
	5.4 
	7.3 
	6.6 
	6.0 


注.　医療費には、入院時食事療養の費用額及び入院時生活療養の費用額を含んでいる。

医業経営情報レポート

診療所の安定経営を支える
スタッフの満足度とモチベーション向上策


スタッフ定着とモチベーションの本質の関係

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

診療所スタッフの意欲を喚起する５要素

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

「評価」が効果的なシチュエーション

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

診療所運営を円滑化・活性化するポイント

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





　病院と比べて職員数が少ない診療所にとっては、スタッフ個々が担う役割がより大きいものであることは言うまでもありません。そのために、技術的レベルのみならず、スタッフ間のコミュニケーションや接遇等の実務スキルに関しては、レベルに個人差が生じることから、様々な課題や悩みを抱えている診療所も少なくないはずです。

　しかし、技術的業務を含む職員・スタッフの実務レベルと質、業務や成長への意欲は、勤務環境としての診療所が健全に運営されていることと密接に関連するといえます。

◆スタッフが定着しない診療所でみられる状況
	【負のスパイラルに陥る診療所の実例】
　　例）スタッフを怒鳴る院長の声が待合室に聞こえる
　　　　大部分のスタッフが繁忙期前に突然退職願を提出した
　　　　退職するスタッフに理由を尋ねたり、一切慰留したりしたことがない
　　　　一部のスタッフをひいきする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等



　医療機関に従事する職員の職業特性として、一般企業と比べて離職率の高さが際立っています。職員採用には相当のコストを投下しなければならないため、診療所としては、できるだけ退職をとどまらせたいのが実情です。不満を感じると「辞めて、他院で勤務先を探そう」と退職してしまうケースは少なくありません。
◆スタッフのモチベーション低下が生む負のスパイラル


　このような負のスパイラルに陥らないために、スタッフのモチベーションを維持し、向上させる診療所をつくることで、安定した人材雇用も確保できるようになります。長期にわたる安定した勤務は、本来はスタッフ自身も希望していることですから、診療所は、スタッフを「ずっと働いてもらいたい存在」としてとらえ、満足度を充足させる研修やケアなどに心配りをすることが、最も重要で基本的な方策といえるでしょう。

◆職員満足とモチベーションの関係 ～参考：ハーズバーグ「動機付け衛生理論」


　そして、モチベーションというものは、個人の目標や環境によって左右されるため、特に「目標」に対するスタッフの意欲をかきたてなければ、向上には結びつかないのです。モチベーションが維持できず、職員・スタッフの定着率が芳しくない診療所の場合には、「スタッフが満足を得られる組織であるか」という根本的課題を認識する必要があります。

　さらに、真のモチベーション向上のためには、明確な目標とこれに向かう業務や人間関係に由来するものであることが望ましいのです。

　人は快適さを感じると意欲を増すことができ、同時に、不快なものからは遠ざかろうとする性質も併せ持っています。
　診療所における業務上、モチベーション向上につながる「不満足を招く要因」には、過大業務や時間・労力の浪費、診療所経営への危機感、自身の減給などが挙げられます。これらを避けたいというマイナス的要素の意欲を、外的モチベーションに転化させる方法は必ずしも最善ではありません。それは、医療機関に勤務するスタッフのスタンスは健全であることが重要であり、またこうしたモチベーションは諦めや倦怠等により減退したり、消滅したりする危険性も抱えているからです。



　スタッフが診療所で働き続けるために必要なものは、「自己実現（満足）」と「安心」です。そして、この「安心」は、自己に対する評価の喜びで得られるものです。「満足」を構成する「自己実現」「新鮮さ」と、「安心」を構成する「信頼」「期待」「理解・感謝」の５つの要素によって、職員のモチベーションは生まれ、増大するのです。

◆評価の対象となる「自己」の具体例


　自己実現とも密接に関連しますが、経験の大小によって、職員個々に対してより高いハードルを設定し、院長や上司の期待を示していくことがモチベーションを向上させる重要なポイントのひとつになります。

　組織の中で期待され、仕事を任された人は、その取り組みやプロジェクトに関わる他者を牽引する役割を果たします。

　実績がなくても任せるのは「期待」であり、実績があることについて、さらにそのスキルを活かすことが「信頼」です。信頼され、任された経験によって、上司と部下職員の間では良好な関係を築くことができますし、職員のモチベーションも向上させることにつながるのです。

　また、過去に成し遂げたことに対して満足を得られるのは、周囲からの理解と感謝を受けた場合です。上司や同僚職員からの感謝や賞賛の言葉は、その診療所での自分の存在を確固たるものにする最大の効果があります。



　診療所によって、スタッフの定着率に差が生じるのは、院長や管理者の考え方や接し方の違いに原因があります。しかし、低い定着率を続けている診療所には、共通の課題があると考えられます。

●院長の対応にみる定着率の良い・悪い診療所の特徴

	スタッフが辞めない診療所
	スタッフが定着しない診療所

	●院長の態度は、患者にもスタッフに対しても同じで温厚、柔和

●シフトの変更にいつでも対応できる

●多忙時以外は、質問に応じたり指導に　　あたったりする

●研修や勉強に臨む姿勢を支援している

●怒鳴らない

●雇用条件等、相談に応じ適切に対応する
	●スタッフの育成を長期的に計画しない

●患者や他スタッフの前でスタッフを叱る

●退職を申し出たスタッフに対しては、一切慰留しない（すぐ補充可能という考え）

●理由も示さず、スタッフへの要求がただ　厳しい

●スタッフを診療所の「コマ」のように考えている


　スタッフは診療所運営にとって大きな部分を占め、その勤務環境の多くは、院長や管理者の姿勢や気遣いによって整えることができますから、上記項目をスタッフの視点から検証してみることも一つの方法です。

◆診療所運営を円滑にするスタッフのモチベーション向上ポイント


経営データベース 

患者が医療機関に求めているサービス
患者は医療機関に対してどのようなサービスを求めているのでしょうか。
　クレームは、不満を持った顧客からのアプローチによって明らかとなるのが一般的ですが、苦情やクレームを申し立てることがない患者が、二度と来院しなくなるケースもあります。気づかないクレームを抱えた患者が結果として離反患者となり、その理由も判明しないまま新たな離反患者を生む出すことにもなりかねないのです。

　医療機関においては、治療を受けているという気兼ねから、一般企業以上に患者やその家族は医師や看護師に対してクレームを言いにくい状況であるといわれます。クレームを発することは時間的なものだけではなく、精神的に負担となります。医療機関に届くクレームが一部に過ぎないことは明らかですが、苦情やクレームを我慢して、二度と来院しなくなる患者は「サイレントクレーマー」と呼ばれ、来患数が減少する大きな原因のひとつに挙げられます。

　アメリカのマーケティングリサーチ研究において、ジョン・グッドマン氏（調査会社経営）が自身の調査結果を統計化することにより導き出した消費者傾向の法則があります。

■グッドマンの法則による潜在的クレームの影響　～ クレームを言う消費者の傾向

	①不満を抱く顧客のうち、クレームを申し立てて企業の解決に満足した場合
　⇒　その後の購入決定率は、不満を持ちながら口に出さない顧客に比して高くなる
②クレームへの対応に不満を抱いた顧客の口コミ効果
　⇒　満足した顧客の口コミ効果に比して２倍も高くなる


　このことは、サイレントクレーマーの存在に気づき、潜在的な不満を顕在化させるため、できるだけ多くの苦情やクレームを吸い上げる仕組みの必要性を示しています。そして、治療を受けている医療機関に対する不満が解消されると、クレームを申し出た患者が、その後も受療を継続したいと考える可能性を高めることができます。

　新たな離反患者を防止し、来患数の減少を最小限に食い止めるためには、サイレントクレーマーが抱えていた理由（＝不満）を明らかにすることが重要です。よって、患者がクレームを訴えやすい環境づくりが、患者満足度向上への確実な道のりになるのです。

　また、サイレントクレーマーとなった離反患者がもたらす可能性として、医療機関にとってのネガティブな口コミがあります。現在では、匿名による情報発信が様々なツールで可能となっており、その情報の真偽に関わらず、当該医療機関に対する信頼感にマイナスの影響をもたらすことになりかねません。

　よって、直接、職員や意見箱等で苦情やクレームを申し出てくれた患者に対しては、十分に時間をかけて相互の理解を得ることに注力し、離反患者が抱いていたであろうクレーム感情を推測するなど、具体的な改善策を院内外に示していくことが、信頼回復につながります。

経営データベース 


適切なクレーム対応の進め方
患者側からのクレーム対応を適切に進める方法を教えてください。
　医療機関によっては、「クレームは余り寄せられない」「意見箱にはほとんど投書がない」などの状況を理由に、自院には取り立てて問題がないと捉えている場合も見受けられます。しかし、どんな医療機関であってもクレームを完全になくすことはできません。

　従って、認識できたクレームが少ないからといって、良いサービスを提供できていると安心せずに、個々のクレームに適切な対応をとらなければ、高い患者満足度を得ることにはつながりません。クレームは「あって当然」という認識を前提とし、クレーム対応を適切に進めるポイントは、迅速な初期対応と再発を防止する改善にあります。

　クレームは、医療機関が気づいていなかった自院の不備を指摘してもらい、医療サービスの質を向上させる機会を与えてくれるきっかけだととらえることが基本です。

　同時に、迅速で納得できる結果報告は、クレーム申出者の満足度を高めることでよりよい信頼関係を築くことができるツールになる、という理解の下で、申出者と対応することが重要です。

■医療機関におけるクレーム

医療機関に寄せられるクレームは、①医師に対するもの、②看護師・コメディカルに対するもの、③受付・会計等事務職員に対するもの、④施設・設備に対するものに大きく分類できます。

　医療機関におけるクレームの大部分は職員個人に対するものです。しかし、これを個人攻撃ととらえずに、こうしたクレームの存在を認識し、原因を調査することによって、対象となった職員個人における患者満足度向上へのツールにするという意識のもと、インシデントの前段階として位置づけて、適切な対応をすることが必要です。 

■クレーム対応の進め方

　クレーム対応は、初期対応と院内対応の２種類に分けられ、初期対応ではクレーム申出に対する謝辞および「不快」にさせたことに対する謝罪、問題解決とその報告を約束することが必要です。この初期対応での謝罪はあくまでもクレームを言わせてしまったことに対するもので、クレーム内容そのものに対してではないことに注意しなければなりません。

　そしてその後の院内対応では、クレームは自院が良く変わるための貴重な意見であると理解したうえで、医療機関全体で情報を共有することが重要です。こうした取り組みにより、同種のクレームを事前に回避できるようになります。
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医療情報


ヘッドライン　　


厚生労働省


医政局








社保審医療部会、マンパワー確保や医療法人制度を議論


厚労省「地域医療支援センター」（仮称）のイメージ示す
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国民生活センター








消費者庁、13の医療機関に調査員配置し事故情報収集


12月から 製品やサービスの患者被害状況を同庁へ報告
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３　　医療機関種類別概算医療費














スタッフがお互いに信頼しあえる存在にする　








未経験あるいは実績のない業務


目標とする新たなハードル（技術習得等）





得意・不得意分野などの本人が有している技術等


スキルの具体的な活用状況





これまでに本人が成し遂げたこと・業務


取り組みの結果や実績





将　来
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提供を手配
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「評価」が効果的なシチュエーション　

















モチベーションの本質を理解する　





制度不備や運用のまずさによって不満をもたらすが、これらの要因を排除してもモチベーションは向上しない





【衛生要因】：不満足を招く要因


　例）給与・報酬


　　　身分・役職


　　　人事考課結果





【満足を招く要因】：動機付け要因


　達成感


　他人からの承認・評価


　仕事自体への満足感


　責任


　昇進・個人的成長


　　　⇒　自律性・自発性がある行動に　結びつく





負のスパイラル





残業の増加


休憩の短縮





生活への影響





欠員状態の


継続





新たな退職事由を生み出す





別の職員の
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業務量の増加と


疲労・ストレス





残された職員の


負担増加





初期対応（申出者との最初の面談時）





ある職員の
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基盤となる人材が定着する診療所をつくる　














スタッフのモチベーションは診療所運営を左右する　
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スタッフ定着とモチベーションの本質の関係　
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ジャンル：　患者サービス　＞　サブジャンル：　クレーム対応　
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ジャンル：　患者サービス　＞　サブジャンル：　クレーム対応　
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ジャンル： 医業経営











診療所運営を円滑化・活性化するポイント　








3








モチベーションの有無で決まる診療所運営　

















●仕事をして「楽しい」と感じる


●スタッフの不満を聞く環境が整備されている


●スキルアップが望め、そのステップが示されている


●院内の人間関係（コミュニケーション）が良好
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